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1 キャメロン政権発足に伴う Government
Tourism Policy の策定と VisitBritain⑴
の活動
ロンドン・オリンピック・パラリンピック（以
下「ロンドン五輪」という）の開催は2005年に決
定されている。しかし，英国においては，労働党
政権末期の混乱，及び2007年のアメリカにおける
サブプライムローン（信用力の低い債務者向けの
貸付）の不良債権化に端を発した2008年のリーマ
ンショックによる世界経済の不調などにより，ロ
ンドン五輪への対応は立ち遅れ気味のまま推移し
てきていた。
2010年5月の総選挙により，保守党及び自由党
の連立によるキャメロン政権が発足している。キ
ャメロン首相は政権発足後直ちにロンドン五輪開
催を英国の観光振興のための空前絶後の好機と捉
えて観光振興戦略の検討を開始し，2011年3月に
“Government Tourism Policy”を策定して発表し
た。
Government Tourism Policy は，観光産業の英
国経済社会における重要性の認識⑵に基づき策定
されている。また，ロンドン五輪開催に伴うメデ
ィア，インターネットなどを通じた広報宣伝は全
世界の半分に及ぶ人々が聴視することが期待され，
英国の文物を全世界に広める空前絶後の機会であ
ると捉えて本政策は策定されている。
具体的な数値目標としては，2014年度まで（第
一次キャメロン政権の任期中）に，英国を海外に
売り込んでいく1億ポンドを超える海外観光宣伝
のための基金を官民折半（partnership)⑶で創設
し，来英外客を新たに400万人産み出し，20億ポ
ンドの新たな消費をもたらし，5万人分の新規雇
用を創出することとしている。
また，観光分野の生産性を世界中でトップ5に
入るようにする⑷ことも数値目標に掲げられてい
る。
一方，VisitEngland は2011年6月に自ら策定
し た“A Strategic Framework for English
Tourism 2010-2020”に 基 づ き，“Regional
Growth Fund (2010年7月設立）”を活用した
“New Regional Growth Strategy”（2010年10月）
の推進等の England 地方に関する観光振興施策
の推進に努めてきている。
Government Tourism Policy の推進に当たって
は，常にキャメロン首相がイニシアティブをとっ
ており，VisitBritain は事務局機能を果たすこと
が期待されていた。
しかし，リーマンショックに伴う長引く英国経
済の不調により，英国政府は緊縮財政措置をとる
ことを余儀なくされ，VisitBritain も予算，組織，
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定員の大幅な削減⑸を強いられてきている。
以上のような厳しい状況下に置かれているにも
関わらず，VisitBritain は全力を挙げてロンドン
五輪の成功を目指して活動を展開している。その
活動の詳細は，ロンドン五輪開催直後の2012年11
月 に キ ャ メ ロ ン 首 相 の 指 示 に 基 づ い て
VisitBritain が取りまとめた“The London 2012
Olympic & Paralympic Games－OUR STORY
（Interim Report）”に詳しく紹介されている。
OUR STORY からはロンドン五輪開催前から開
催中までの VisitBritain の幅広い肌理の細かい精
力的な活動ぶりを窺い知ることができる。
また，2011年秋からは，英国政府主導で英国が
単に訪れるにふさわしいだけではなく，住むにも，
働くにも，学ぶにも，投資をするのにも，事業を
営むにも，あらゆる面において素晴らしい国であ
ることを世界中に売り込むための“GREAT キャ
ンペーン”を開始している。なお，観光分野に関
しては VisitBritain に対して通常の政府補助金と
は別途の補助金がキャンペーン推進のために給付
されている。このキャンペーンの展開によって，
国際的に英国は softpower に優れた国という評価
を得るに至っている。
Government Tourism Policy に掲げられた数値
目標は当初の目標通り，2014年度末までに全て達
成されている。そして，本政策推進のための事務
局としての役割を果たしてきた VisitBritain に対
する評価は高まり，予算及び定員の削減は増加に
転じるに至っている。
現に2012年度の VisitBritain に対する政府補助
金は，通常の補助金の減額にも拘わらず，
GREAT キャンペーン，Regional Growth Fund
などに対する新規補助金の給付があり，政府補助
金の総額としては，2007年度に比較して，さした
る減額は被らずに済んでおり，定員は2013年度か
らは増員に転じている。
なお，キャメロン首相からロンドン五輪終了後
も止むことなく英国を売り込んで行くための観光
振興戦略を策定するべきであるという指示が出さ
れ，この指示を踏まえて VisitBritain は2013年4
月 に“Delivering a Golden Legacy; A growth
strategy for inbound tourism to Britain from 2012
to 2020”を策定して発表した。
本戦略においては，2020年には4,000万人
（2012年より900万人増）の来英外客を誘致し，そ
の消費額を315億ポンド（2012年より130億ポンド
増），2020年には20万人分の新規雇用を創出する
こととしている。
2 Triennial Reviewの実施と31項目の勧告
VisitBritain 及び VisitEngland は2011年4月に
“Public Bodies Act”に基づく仕訳作業により
NDPB⑹としての存続が認められているが，全て
の NDPB は3年に1度の政府による事業見直し
を受けなければならないこととされている。今回
の見直しは VisitBritain 及び VisitEngland に対す
る初めての見直しである。
見直し作業は2014年7月に開始され，内閣府の
Government Innovation Group & Office for Civil
Society の局長である Mark Fisher 氏に率いられ
た見直しチームが DCMS 及び内閣府の官僚の支
援を受けて実施している。また，見直しが実証的
なものとなるようにするために内容及び手順に関
し check を行うことができるようにするための
Challenge Group の設置が認められている。
Challenge Group は民間事業者，情報・market-
ing 事業者，経済専門家，国際関係専門家などか
ら構成されている。
見直しチームは，見直し作業の実施に当たって
広い範囲にわたる利害関係者からの実務に即した
意見の聴取に努めている。
Triennial Review の検討結果は31項目の勧告に
取りまとめられて，2015年3月に公表されている。
勧告事項は次表の通りである。
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1．1969年観光開発法によって規定されている British Tourist Authority 及び English Tourist Board の機
能は従来通り維持されるべきである。
2．VisitBritain 及び VisitEngland は技術的な機能審査を問題なくクリアしており，それほどの重要性はな
いものの，政治的な中立性及び関連情報や数値の掌握の2つの審査基準もクリアしており，独立行政法
人として存続する必要がある。
3．VisitBritain 及び VisitEngland は正式には各々が独自にその機能を発揮することが出来る分野に専念し
うるよう，2つの“行政機関としての独立行政法人”に分離されるべきである。
4．VisitEngland は，その授与された権限の下に自立した“行政機関としての独立行政法人”となるべき
である。即ち，VisitEngland は“English Tourism Challenge Fund”の管理運営を通じて，業務及び観光
の両面にわたる一連の England の素晴らしい観光産品の売込みに責任をもって取り組んで行くこととな
る。
5．VisitEngland は，①洞察，分析，専門知識及び構成要素に関する情報を観光産業及び広い範囲にわた
る観光部門に対して提供し，② Challenge Fund を活用するための民間事業者とのパートナーシップを開
発し，③ England の観光に関して，政府に対して助言を行う機能を保持する必要がある。
6．VisitEngland は，Challenge Fund に関する財務管理の責任を有し，Accounting Officer（会計責任者）
としての事務局長は Challenge Fund に関するあらゆる資金運用に責任を有することとなる。
7．VisitEngland は Challenge Fund に関わるあらゆる国内の観光振興活動を引き受ける必要があるが，対
外的な観光振興活動からは手を引くべきである。
8．VisitEngland 及び VisitBritain は達成目標に合意した上で Challenge Fund から対外的な観光振興活動
に必要とされる資金を確保し，VisitBritain は必要な対外的な観光キャンペーンを開発して推進していく
こととするべきである。
9．VisitEngland は Challenge Fund を活用して England における BVE（Business Visits and Events）の発
展を支援していかなければならない。そして，VisitEngland は BVE 分野における England の発展を推進
するための国際的なプラットホーム及び販売促進活動（VisitBritain によって実施されるものであるが）
に必要とされる成果及び予算に関する VisitBritain との合意を形成しなければならない。
10．VisitEngland 及び DCMS（Department for Culture, Media & Sport）は，宿泊施設品質基準を維持し，
実施要領を定める上での VisitEngland の将来の役割を2015年9月までに明確にするために協働して活動
していかなければならない。
11．VisitBritain は，その地方（Nations）や地域の対外的な観光振興活動に責任を有している。
12．VisitBritain は，GREAT キャンペーン及び海外観光宣伝予算の管理運営を通じて，地方政府観光局と
のパートナーシップのもとに，観光振興活動を実施して行く必要がある。
13．VisitBritain は，顧客の調査，分析を作成する機能及びインバウンド観光の発展を支援するための民間
事業者とのパートナーシップを形成する機能を維持して行く必要がある。
14．VisitBritain は，DCMS が設定した対象市場別の達成目標を定めるものとする。
15．VisitBritain は地方政府観光局との協議を踏まえて高水準の年間市場開拓計画を作成しなければならな
い。そして，VisitBritain はこの市場開拓計画の実施の責任を有することとなる。
16．VisitBritain は，明確で早期の意見交換及び市場への取組みや働きかけを確実に行うために，
Destination Organisation を含む地域や民間事業者のパートナーとの協議を踏まえた手順や手続きについ
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図表1 Triennial Reviewの勧告事項一覧
て，地方政府観光局及び DCMS との合意を得なければならない。
17．VisitBritain は，国際的な消費者動向調査に関する情報を提供し，VisitEngland と合意した England の
観光産品の海外への売込みを実施することにより，VisitEngland の Challenge Fund の活動を支援してい
く必要がある。
18．VisitBritain は England に対する国際市観光市場における BVE のための行催事の振興を引き受ける必
要がある。また，英国全体に関しては他の GREAT キャンペーンのパートナー（適切な場合には地方政
府観光局を含めて）と一緒に BVE の推進を引き受ける必要がある。
19．DCMS は，2020年の輸出戦略の推進及び発展に対していかにして観光が寄与していくことが出来るか
について，BIS（Department for Business, Innovation & Skills）及び UKTI（United Kingdom Trade and
Investment）との議論を深めていく必要がある。
20．VisitBritain 及び VisitEngland は，民間事業者とのパートナーシップ活動及び資金獲得のための長期的
な戦略を開発していく必要がある。
21．VisitBritain 及び VisitEngland は，2015年4月までに，DCMS との協議を踏まえて，両者がいかにし
て新たな運営方式に変更していくか，そして，より一層の効率性の向上をいかにして具体的に実現する
かを示す詳細な権限の移行及び実施に関する計画を作成しなければならない。
22．VisitBritain 及び VisitEngland は，2015年度末までに彼らの shared business services（間接業務）機能
において最低限£441,000の効率性の向上による節約額を産み出さなければならない。この節約額は，
VisitBritain 及び VisitEngland の分離に伴う一時的なコストである£190,000及び分離した行政機関とし
ての独立行政法人である VisitEngland が1年目において必要とされる経費である£140,000に充当されな
ければならない。
23．実施計画の一部として，VisitBritain 及び VisitEngland はその shared business services の全面的な見
直しに取り掛かり，将来的な shared business services に代替しうる方式及び選択肢に関する DCMS に対
する上申書を2015年12月までに作成しなければならない。
24．VisitBritain 及び VisitEngland は，権限移行の実施計画において，彼らの現在の本部事務所の賃貸借覚
書に関して，2017年9月に契約が終了する時点にはいかなる規模の本部施設が必要とされるかを検討し，
適切な経費節減目標を策定する必要がある。
25．VisitBritain は在外公館に同居していることによる経費及びメリットを見直し，2016年度以降の海外事
務所要員の再配置及びそれに伴う経費節減を視野に入れて，他のパートナーとの同居の可否について検
討する必要がある。
26．VisitBritain 及び VisitEngland は，DCMS 及び内閣府の支援を受けて，2016年3月までに Grovener
Gardens にある所有物件のリース権をあらゆる責務を免れるように Weber Shandwick 社に譲渡するため
の交渉に努めていく必要がある。
27．VisitBritain 及び VisitEngland は，Triennial Review の作業の一環として，内閣府の Communications
Capability Review チームによって義務付けられたところに従い，Triennial Review Challenge Group の専
門知識を活用して，簡便な情報提供能力の見直しを行わなければならない。このようなことは，進歩が
速い情報システムによる効率性の進展を常に考慮に入れる必要があることを示すものである。
28．DCMS は，次の会計年度の当初において，短中期の達成目標に反映されることとなる VisitBritain 及
び VisitEngland に対する改訂された Management Agreement を交付しなければならない。
29．DCMS の観光担当局長は VisitBritain 及び VisitEngland の理事会にオブザーバーとして出席し参加す
るために招請されなければならない。
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30．DCMS，VisitBritain 及び VisitEngland は，VisitBritain の理事会において女性の参画を図り，少数民
族やハンディキャップを負った人々の代表者を VisitBritain 及び VisitEngland の理事会に必ず指名する
ようにしなければならない。
31．VisitEngland はそのウェブサイトに行政機関である独立行政法人として提供することが必要とされる
あらゆる情報を VisitEngland の再仕分けがなされる前に掲載するようにしなければならない。
勧告の内，VisitBritain 及び VisitEngland の
2011年4月以降の活動の評価及び今後のあり方に
関する主要な事項は以下の通りである。
① 見直しチームは，利害関係者に対する意見聴
取において，VisitBritain 及び VisitEngland の
存在は観光振興政策を推進していく上でこれま
で通り必要とされるという要請を受けている。
ただし，VisitBritain 及び VisitEngland の役割，
責務，相互関係，両者のパートナー及び利害関
係者との関わり合いは明確にする必要があると
いう指摘を受けている。
② 見 直 し チ ー ム は，VisitBritain 及 び
VisitEngland の中核的な機能は今まで通り必
要とされると結論付けている。中核的な機能と
は，海外市場及び国内市場における観光目的地
としての英国及び England の売り込みを図る
こと，及び観光客を魅了する体験や観光産品の
開 発 を 推 進 す る こ と で あ る。よ っ て，
VisitBritain はもっぱら対外的な売込みに専念
すべきであり，VisitEngland は England にお
ける高品質の観光産品の開発の支援と観光振興
に専念すべきである。
③ 見直しチームは，VisitEngland は自立した
“行政機関としての独立行政法人”として，
VisitBritain から完全に分離すべきであると考
えている。そしてより一層の透明性と経営責任
を 課 す こ と に よ り，VisitBritain 及 び
VisitEngland の活動に効率性と有効性を高め
る必要がある。
④ 見 直 し チ ー ム は，VisitBritain 及 び
VisitEngland の間接業務の処理機能（shared
back-office function）における効率性を高める
ことを視野に入れて，この課題に優先的に取り
組む必要があると考えている。VisitBritain 及
び VisitEngland は中長期的に，より一層の節
約につながる効率性を生み出していく（外部委
託も含む）ことを念頭に置きつつ，他の処理事
例や将来の実施体制の選択肢を考慮に入れなが
ら，共同処理機能に関して総合的な見直しをし
ていく必要がある。
今 回 の Triennial Review に お い て，
VisitBritain 及 び VisitEngland が Government
Tourism Policy の推進における両者の活動及び
その実績が高く評価され，英国の観光政策におけ
る両者の重要性が官民を通じて認識され，その存
続が認められるに至ったことは意義深いことであ
る。
そして，VisitBritain 及び VisitEngland の完全
分離，両者の shared back-office function のあり
方などの検討は2015年度における DCMS による
Comprehensive Spending Review に委ねられて
おり，いかなる結論が出されるのか大いに注目さ
れるところである。
3 Comprehensive Spending Review の
実施と新規の British Tourist Authority
の発足
⑴ Comprehensive Spending Review 2015 の実
施とその意向表明
2015年5月の総選挙において，保守党は過半数
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出典：DCMS: Triennial Review of VisitBritain and VisitEngland (2015.3), pp. 7-11.
の議席を獲得し，第2次キャメロン政権は保守党
単独で発足した。
7月17日にキャメロン首相は英国全体の観光振
興を推進するための以下の5項目にわたる計画で
ある“Backing the Tourism Sector－A Five Point
Plan－”を発表した。
ⅰ）観光部門をより一層関係者の協調が取れたも
のとする
ⅱ）観光部門の技能の向上と雇用の確保
ⅲ）観光振興に資する法制度の整備
ⅳ）国内観光振興に資する運輸交通システムの整
備
ⅴ）来英外客を温かく迎え入れる入国体制の整備
その後キャメロン政権は緊縮財政政策を打ち出
し，各省庁は予算削減措置をとらざるを得なくな
った。DCMS も全体では1％の予算の減額措置
を受けざるを得なかった。
しかし，VisitBritain 及び VisitEngland に対す
る Comprehensive Spending Review 2015 におけ
る観光振興に関わる主要な予算措置は変更されず，
“Discover England Fund”に対して給付された
4,000万ポンド及び GREAT キャンペーンのため
の政府補助金の増額は是認され，観光部門の英国
経済に対する有益性は Comprehensive Spending
Review 2015 においても高く評価されている。
また，Comprehensive Spending Review 2015
においては，VisitBritain 及び VisitEngland は
British Tourist Authority の枠内において業務を
推進して行くという前提のもとに新規の優先事項
を明確にしていくこととしている。
そして，VisitBritain 及び VisitEngland の業務
運営を整合性がとれたものとし，政府補助金が第
一線の活動に最大限投入されるようにするために，
VisitBritain 及び VisitEngland は2つの組織に分
割されることなく，組織統治の観点から一体的に
運営される必要があるとしている。
VisitEngland は British Tourist Authority の組
織内で活動の報告を行い，VisitEngland の理事
会 で あ る English Tourist Board は British
Tourist Authority の理事会などの助言機関とし
ての位置付けがなされている⑺。
以上を図示すると図表2の通りとなる
以 上 の よ う な 2015 年 11 月 下 旬 に お け る
Comprehensive Spending Review2015に基づく
政 府 の 意 向 表 明 に 従 い，VisitBritain 及 び
VisitEngland はその予算の内容及びそれに伴う
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British Tourist Authority
（BTA）
British Tourist Authority
trading as
‘VisitEngland’ (VE)
British Tourist Authority
trading as
‘VisitBritain’ (VB)
Accounting Officer
BTA/
Chief Executive
‘VisitBritain’
English Tourist Board (ETB,
also known as ‘VisitEngland’,
then as VisitEngland
Advisory Board)
図表2 British Tourist Authority 内の権限関係
出典：Annual Report and Accounts for the Year Ended 31 March 2016, p. 41.
組織の再編成に速やかに取り組むこととなった。
なお，English Tourist Board は財務省及びそ
の他の資金源からは直接的には一切の資金を受け
取っていない，VisitEngland として使用される
経費及び支払いは，British Tourist Authority が
一括して受け取った政府補助金によって賄われる
こととなっている。
⑵ 2016 年 度 に お け る VisitBritain 及 び
VisitEngland の戦略上の優先事項
Comprehensive Spending Review 2015 に基づ
く 意 向 表 明 に 則 っ た VisitBritain 及 び
VisitEngland の戦略上の優先事項は以下の通り
となる。
1）VisitBritain 及び VisitEngland の優先事項
① 新たな組織上の発展戦略を開発して実施して
行く
② Discover England Fund を発展させて実施し
て行く
③ GREAT キャンペーンを推進し拡充して行く
④ 英国及び England に関する整合性のとれた
Digital 及び Content 戦略を実施する
⑤ VisitBritain 及び VisitEngland の小売り及び
観光産品開発に関わる営業能力を整備する
⑥ VisitBritain 及び VisitEngland のパートナー
シップ関係を深めて行く
⑦ Business Visits and Events 部門における明
確な戦略及び役割を策定する
2）VisitEngland の特別優先事項
① Discover England Fund の発展及び実施（特
に England の観光開発）
② England における Business Visits and Events
の振興
3）VisitBritain の特別優先事項
① 英国全体の国際観光市場への売込みを推進し
て行く
② 政府全体による支援を受けて Business Visits
and Events 案件を国際観光市場へ売り込んで
行く
③ デジタルコンテンツの収集，整理，共有及び
配布に努めて，営業上及び戦略上のパートナー
シップ形成能力を向上させて行く
④ 海外市場への売込みは，英国各地の観光産品
を海外の旅行者が確実に利用しうるようにする
ために，事業者ベースの取引及び観光産品開発
活動と相俟って実施して行く
⑤ 海外事務所ネットワークの充実強化に努め，
より広範囲にわたる観光市場に対応しうるよう
にするため，海外事務所網を再編成して4か所
の統括機能を有する中枢事務所を整備していく。
中枢事務所には経験豊富な職員を配置し，パー
トナーシップ関係や公的な外交関係業務上重要
な地域に対して責任をもって対応する
4）British Tourist Authority の新しい組織体制
の整備
British Tourist Authority の 新 た な 組 織 は
VisitBritain 及び VisitEngland に対する目的の定
められた財源及び区分された予算を踏まえて，整
合性のとれた業務を実施していくために整備され
ている。
① 海外観光市場の異なる地域（アメリカ地域，
ヨーロッパ地域，アジア太平洋・中東・アフリ
カ地域及び北東アジア地域・中国の4地域）別
に市場開拓を促進していくために海外観光市場
振興局に4人の責任者（director）を新設
② Discover England Fund の実施に専念させる
ために新規に England 専任の局長を新設
③ British Tourist Authority の営利事業を発展
させていくために Commercial 担当局長を新設
④ 新 設 さ れ た Marketing 兼 Strategy And
Communication 担当局長に対しては専任及び
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兼任の職員が業務の推進に努める
⑤ Shared Business Services（間接業務部門：
経理，人事，秘書，調達，渉外等）担当局は，
全ての局長に対する支援を従前通り実施してい
く。そして，組織構造の改革のための検討期間
の終了後，British Tourist Authority の理事会
は2016度予算及び Comprehensive Spending
Review による政府補助金供与のための新しい
組織体制を承認した。
承認された組織体制は図表3の通りである。
⑶ Triennial Review の 勧 告 と 2015 年
Comprehensive Spending Review の結論の違
い
2015 年 3 月 の Triennial Review に お い て
VisitBritain 及び VisitEngland の存続は認められ
ているが，これら2つの組織の役割及び責務は明
確にする必要があり，そのためには2つの組織と
して正式に分離すべきであることが勧告（第3
項）されている。
しかし，Comprehensive Spending Review 2015
においては，折からの政府が緊縮財政を推進する
こととしていることから，2つの組織に分離する
ための経費負担は認められず，この財源をむしろ
観光振興政策の推進に充当するのが妥当であると
いうことで，British Tourist Authority の傘下に
2つの組織を吸収していくこととしている。
Triennial Review の検討の際の関係者からの意
見聴取において，VisitBritain 及び VisitEngland
の並存状況においては2つの組織の役割分担や責
任の所在が曖昧で分かり難いという指摘を踏まえ
て，2つの組織に分離すべきであるという勧告が
出されている。
今回このような勧告とは異なる組織編成に際し
ては，Triennial Review における関係者の意見を
可能な限り取り入れる方向で様々な工夫（例；
British Tourist Authority に対する政府補助金の
増額， VisitEngland Advisory Board の権限の強
化など）がなされていることは窺えるが，果たし
て関係者の納得が得られるのか否かが懸念される
ところである。
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出典：Annual Report and Accounts for the Year Ended 31 March 2016, p. 37.
図表3 British Tourist Authority の新しい組織体制
4 Delivering Golden Legacy の進展状況
と今後の展望
2013年4月に策定された Delivering Golden
Legacy においては，数値目標として，「2020年に
は4,000万人の来英外客を誘致し，その消費額を
315億ポンド，2020年には20万人分の新規雇用を
創出する」ことが掲げられている。
来英外客数は，2013年 3,290万人，2014年
3,440万人，2015年 3,610万人（暫定値），2016
年 3,670万人（予測値）と順調な伸びを示して
いる。また，来英外客の消費額も，2013年 210
億ポンド，2014年 218億ポンド，2015年 221億
ポンド（暫定値），2016年 230億ポンド（予測
値）と順調な伸びを示している。
British Tourist Authority に対する DCMS によ
る正規補助金は当初予定通り削減されているが，
GREAT キャンペーン関係の補助金，Tourism
Growth Fund による補助金などを加えると2015
年度ベースで6,680万ポンドとなっており，定員
も2013年度から増員に転じ，2015年度当初で288
名，2016年度当初で302名となっていることから
も，Delivering Golden Legacy の推進体制が整備
されてきていることが窺われる。
また，Triennial Review により，VisitBritain
及び VisitEngland が高く評価され，その機能の
存続が正式に認められ，観光振興政策に対する政
府の支援施策も手厚くなされるようになった
（例；Business Visits & Events への支援など）こ
とも Delivering Golden Legacy の推進に役立って
いるものと思われる。
しかし，2016年6月に英国の EU からの脱退の
是非を問う国民投票が実施され，脱退賛成票が過
半数を占め，英国の EU からの脱退を求める
Brexit が現実問題となっている。キャメロン首
相はこの投票結果を踏まえて首相を辞任し，後任
首相に保守党のテリーザ・メイ女史が就任した。
現時点において Brexit が英国の観光振興政策
にいかなる影響を及ぼすのかは予測できない状況
である。Brexit に伴うポンド安傾向が来英外客
増につながるという楽観的な評価はあるものの，
英国の観光政策の推進に常にイニシアティブを発
揮してきたキャメロン首相の辞任は今後の観光振
興政策の進展に影響を及ぼしかねないことが懸念
されるところである。
（注）
（1） 2003年4月1日に，1989年観光開発法に基づき，
Arm’s Length Relationship で DCMS（Department
for Culture, Media and Sport）から独立してして業務
をなしうる公的機関として発足した British Tourism
Authority（英国の海外観光宣伝機関）及び English
Tourist Board（England 地方の観光振興を推進する
権限委任機関）が合併し，両者の業務を推進するため
に VisitBritain が発足している。この場合において，
English Tourist Board は“助言機関としての独立行
政法人”としてのみ存続が認められることとなってい
た。しかし，2009年4月1日より「England の観光振
興を推進するための専門機関が必要である」という
British Tourism Framework Review の答申に基づい
て，British Tourist Authority の 傘 下 に お い て
VisitEngland が 再 発 足 し て い る。し か し，
VisitBritain と VisitEngland の間の業務分担が必ずし
も明確でないまま推移してきており，2014年7月に開
始された Tirennial Review の勧告（2015年3月に公
表された）の際の検討や2015年秋の Comprehensive
Spending Reveiw による意見表明に基づく検討が行わ
れ る に 至 っ て い る。な お，VisitBritain 及 び
VisitEngland に対する政府補助金は常に VisitBritain
に対して交付されてきており，VisitEnglad に対する
補助金の直接交付は行われていない。
（2) ・観光産業は20万人以上の事業者がいて，GDP に
対して直接的に520億ポンドの寄与をしており，全就
業者の4％に相当する136万人分の雇用機会を提供し
ている。
・観光産業は英国における大規模産業の6つの内の1
つであり，3番目に大きな外貨の稼ぎ手である。
・観光部門は英国経済において毎年900億ポンドの直
接消費額を計上し，間接消費額を加算すると1,150億
ポンドを計上している。
・観光は衰退傾向にあるコミュニティを再生する上で
費用効率が高い。
・観光は英国のあらゆる地域において魅力ある観光目
的地を生み出し，地域住民の生活の向上に資するとと
もに住民に居住地に対する誇りをもたらす。
（3) 民間側のパートナーは，British Airways，Easyjet，
Radisson Edwardian Hotels，Hilton P&O Ferries，
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DFDS Seaways 及び lasteminute. com である。
（4) World Economic Forum（ダボス会議の開催で知ら
れている）による評価。
（5) ・2007年7月の Comprehensive Spending Review
の結果を踏まえて，VisitBritain に対する政府補助金
は2007年度の4,990万ポンドから毎年削減され，2010
年度には4,090万ポンドに削減されることとなってい
る。加 え て 2010 年 度 の Comprehensive Spending
Review の結果を踏まえて2010年度の補助金4,032万
ポンドを2014年度末までには2,871万ポンドに削減す
ることとなっていた。
・海外事務所は35か所から24事務所に削減されている。
・2011年末には400人を超えていた定員は，2009年度
末には319人に2012年度末には235人まで削減されて
いる。
（6) Non-Department Public Body。日本の独立行政法人
に相当。
（7) より詳しく説明すれば以下の通りとなる。
2009年度から2015年11月前までの間，VisitEngland
は English Tourist Board の理事長に活動状況の報告
をする事務局長がいる別個の組織として業務運営を行
っ て き て い る。し か し，2015 年 11 月 に 政 府 は
VisitBritain 及び VisitEngland の2つの組織がより緊
密に一緒になって業務運営を行っていくようにするこ
とを要請してきている。よって，VisitBritain 及び
VisitEngland は，England 及び英国に関する観光振興
の責任を統合して British Tourist Authority の名の下
に単一の組織としての権限により業務運営を行ってい
くこととなった。
そして，British Tourist Authority の理事会は，
England の観光振興事案に関しては English Tourist
Board（VisitEngland Advisory Board としても認知さ
れている）による助言が提供されることとなっている。
こ の こ と は，VisitEngland Advisory Board が
England Action Plan の発展及び実施に関して British
Tourist Authority の事務局長及び理事会に助言を行
い，England Action Plan を 通 じ て い か に し て
England の観光振興活動を円滑に推進して行くかに関
して継続的に指導及び助言を行っていく責任を有して
いることを意味している。
ま た，VisitEngland Advisory Board は Discover
England Fund に対する応募案件の審査の際の評価基
準の作成作業に対して助言を行い，その意見及び助言
を British Tourist Authority の理事会が評価基準を決
定する際に提案することができることとなっている。
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